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■感度分析（全事業） 

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

交通量 
8,000～ 

19,900 台/日 
±１０％ １．１～１．２ 

事業費 466 億円 ±１０％ １．１～１．２ 

事業期間 １８年 ±１０％ １．２～１．２ 

※事業費は残事業の単純価値の値を表す 
※上記の交通量は、現況＋事業化済み箇所を考慮したネットワークによるもの 
注）総便益は３便益に加え、冬期考慮の便益、通行止め解消便益を加えた値 

 

 

■感度分析（残事業） 

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

交通量 
8,000～ 

19,900 台/日 
±１０％ ０．６～０．９ 

事業費 466 億円 ±１０％ ０．７～０．８ 

事業期間 １８年 ±１０％ ０．７～０．８ 

※事業費は残事業の単純価値の値を表す 
※上記の交通量は、現況＋事業化済み箇所を考慮したネットワークによるもの 
注）総便益は３便益に加え、冬期考慮の便益、通行止め解消便益を加えた値 
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＜別 紙＞ 

 

 各事業の再評価に対する意見は下記のとおりであり、国の「対応方針(原案)」案につ

いては異議ありません。 

  

【河川事業】 

事業名 「対応方針（原案）」案 備考 

重信川直轄河川改修事業 継続 意見は下記のとおり 

肱川土地利用一体型 

水防災事業 

（大和（上老松）） 

継続 〃 

【道路事業】 

事業名 「対応方針（原案）」案 備考 

一般国道５６号 

宇和島道路 
継続 意見は下記のとおり 

 

記 

 

○重信川直轄河川改修事業に対する意見 

重信川直轄河川改修事業は、重信川流域の安全安心の確保のため必要な事業であり、

事業の着実な促進をお願いします。 

 

○肱川土地利用一体型水防災事業（大和（上老松））に対する意見 

肱川流域の安全安心の確保のためには、河川整備計画に基づく堤防整備と鹿野川ダム

改造及び山鳥坂ダム建設の３つの治水事業が必要であると考えており、肱川土地利用一

体型水防災事業（大和（上老松））は、堤防整備の一部工区であり、事業の着実な促進

をお願いします。 

 

○一般国道５６号宇和島道路に対する意見 

一般国道５６号宇和島道路は、四国８の字ネットワークを形成する高規格幹線道路で

あるとともに、本県の南予地域の活性化や救命・救急医療、大規模災害時における避難

や緊急輸送など防災・減災において大きな役割を担う必要不可欠な道路であり、県民は

その一日も早い完成を待ち望んでいます。 

ついては、一般国道５６号宇和島道路の早期完成をお願いします。 
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